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１Ｄ０２ 

 

エマージング・テクノロジーの社会実装に向けた政策戦略としての「お手本

標準」 

 
○今井寿子（立命館大学大学院テクノロジーマネジメント研究科 

 
問題意識 本研究の目的 

実用性が立証され社会的課題解決への解であることが期待されながら普及に至らない技術は多い。 
とくに社会的課題解決のため重要な、大規模で複雑なシステム(CoPS: Complex Products and Systems)

のイノベーションの実現には、非常に困難とされている。 

本稿では、標準を含め実用化に必要な知識に関する先行研究を整理し、作業仮説としての「お手本標

準」の構築を目指す。新しいシステム製品実用化の初期段階に、標準をはじめとする形式知化された知

識、形式知化されていない知識への媒介、ロードマップ的な知識がセットになった「お手本標準」が必

要である可能性を指摘する。 

そのうえで、今から 25 年前に住宅向けを皮切りとし今現在も普及途上にある太陽光発電システムの

社会実装過程の初期段階に実際に存在したある解説書について分析を行い、「お手本標準」仮説の有効

性を検証する。 

さらに、住宅用太陽光発電に関するお手本標準の由来から、R&D 段階における実証研究とその成果に

基づく「お手本標準」が、ルールの整備・データや結果の保証・結果に対する説明という課題を克服す

るための戦略となりうることを指摘する。とくにエマージング・テクノロジー（実用性が立証され社会

的課題解決への解であることが期待される技術）の社会実装（新しいシステム製品の実用化）は市場性

が不透明である場合が多いため、Ｒ＆Ｄ段階から社会実装に至るまで国家の主体的関与が重要といえる。

が求められる。Ｒ＆Ｄ段階の初期から「お手本標準」を念頭に置いた技術開発戦略を展開することは、

エマージング・テクノロジーの社会実装向けた政策戦略の一つとして検討に値することを論じる。 
 

 

先行研究 

 

大規模で複雑なシステムの実現に必要な知識 

Hobday(1997)は、大規模で複雑なシステム製品(CoPS: Complex Products and Systems)について、高

付加価値製品、産業材、コントロールシステム、ネットワーク、都市などを代表事例として挙げる。 

実現に必要な知識に対しては製品アーキテクチャ論を基にした先行研究があり、知識移転の困難さへ

の指摘がある。 

向井(2013)によれば、CoPS 実現にはコンポーネント知識（システムの構成要素に関する知識）、アー

キテクチャ知識（コンポーネント相互の関係・つなぎ方に関する知識）が必要である。そしてコンポー

ネントの要件など標準化可能なものもある一方で、とくにアーキテクチャ知識については組織の活動の

範囲と知識の範囲のギャップにより知識移転が困難である。またこのギャップを埋めるためシステムイ

ンテグレータの役割の重要性を指摘する。 

安本(2016)は、CoPSの標準化の対象はシステム要件などに限られ、製品化に必要な実装知識を十分に

供給しないとする。（実装とは「標準によって要求される技術仕様を製品や工程として具現化すること」

とされる。）CoPS 導入の初期段階では、実装知識は「実装支援企業」といわれる特定の組織が媒介とな

って提供されると指摘する。 

これらの知識の状態について別の角度から整理すると、知識ギャップを埋めるために特定の組織の媒

介が求められるということは、その知識は形式知化（野中、竹内 1996）していない状態にあると理解さ

れる。これに対して標準化された知識は、形式知化された状態にあると理解される。 

 

実用化の初期段階に求められる標準化 

 Sherif(2001)は、図１のようにイノベーションの普及を 3 段階に区分し、それぞれ anticipatory 
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standards /participatory standards /responsible 

standards が必要であるとした。このうち、普及の初期段階

に必要とされる anticipatory standards（予測的標準）には、

技術開発予測もしくはロードマップとしての側面が求められ

るという。 

 このモデルを援用した研究は、ＩＴ技術を中心に多数存在

する。また持続するイノベーションの一例として、米国に

おける太陽光発電システム技術の普及を取り上げた Ho 

and O’Sullivan (2018)による詳細な分析がある。 

 

本研究の着眼点 

 
 先行研究のレビューにより、新しいシステム製品実用化の初期段階に、少なくとも４区分の知識が必

要とされ、3つの状態で存在しうることが分かった。 
 4区分の知識とはそれぞれ 

 システム（システムの性能・要件） 
 コンポーネント（システムの構成要素） 
 アーキテクチャ（コンポーネント相互の関係・つなぎ方） 
 実装（製造・施工工程） 

 に関する知識である。 
 また、3つの状態とは 

 実現可能であり形式知化されている（標準化されている） 
 実現可能であるが形式知化されていない（特定組織の媒介に依存する） 
 まだ実現可能ではない（ロードマップ的） 

 である。 
 
 先行研究によると知識移転を困難としている知識ギャップを埋めるのは特定の組織であるとされる。

しかし特定の組織を媒介とする知識提供では、実装の進展速度は限定的となることが懸念される。新し

いシステム製品の導入を迅速に進めるためには、安本(2016)にも指摘がある通りこれらの知識ギャップ
をうめられる組織をより多く確保することが望まし

い。 
 一方もし、新しく導入が期待されるシステム製品に

対して存在している知識ギャップを埋めるための媒

介となる解説書・ガイドラインに相当するものがあれ

ば、新しいシステム製品の実用化は相対的に容易にな

ると予想される。本研究ではこれを「お手本標準」と

呼ぶことにする。また、導入がスムーズにいったシス

テム製品については、上述の 4区分の知識の 3つの状

態に関する知識が記述された「お手本標準」が用意さ

れていた可能性がある。 

 先行研究が指摘する知識の範囲と、「お手本標準」

が想定する知識の範囲を図 2に示す。 

 
 

事例分析 

 

分析対象 

新規性の高さにもかかわらず導入がスムーズにいったと考えられるシステム製品の一つに「住宅用太

陽光発電システム」がある。1994年に導入普及政策が立ち上がるのだが、その前年、住宅用太陽光発電

システムに関するある解説書がまとめられていた。本稿では、当該解説書を分析対象とし、「お手本標

準」に求められる要件（４区分の知識と 3つの状態）に関する記載があるか・どのような記載があるか

形式知（標準）化
された知識

形式知化されてい
ない知識

ロードマップ的知
識

システム

コンポーネント

アーキテクチャ

実装（工程）

お手本標準安本（2016)

向井（2013)
Sherif(2001)

図 2 先行研究が指摘する知識の範囲とお手
本標準が想定する知識の範囲（比較） 

図 1 イノベーションの普及段階ごとの標準
（Ho and O’Sullivan (2018)より引用） 
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について検証を行った。 

 

事例の背景 

木村(2011)などに詳細に記述されているとおり、1994 年に住宅用太陽光発電システムモニター事業

（補助金制度）が発足した。 

それに先立って、「住宅用太陽光発電システム」の設計・施工に関する解説書が、通産省の依頼でま

とめられた。ＰＶハウス整備調査委員会によって作成された解説書の名前は「太陽光発電を我が家に」。

1993年 8月に書籍として出版された。 

本解説書には 太陽電池の動作原理の解説から、設計・計画、構成機器の選定、必要な届け出、設置

条件によって異なる発電電力量を推定するための基本データが含まれている。 

 
分析結果 
 分析結果を図 3に示す。 
 お手本標準の候補に挙げた解説書（「太陽光発電を我が家に」）内には、4 区分の知識（システム、コ

ンポーネント、アーキテクチャ、実装）すべてについて、3 つの状態（標準をはじめとする形式知化さ

れた知識、形式知化されていない知識への媒介、ロードマップ的な知識）に対応する何らかの記述があ

った。 
 形式知化されていない知識については、具

体的な例示・調整の相手先の提示など、最終

的に必要となる知識への媒介となりうるもの

に関する記載があることが分かった。例えば、

インバータと言われるコンポーネントに対し

て設置要件（浸水しない、適当な換気が行わ

れる、子供の手が届かない、周囲のスペース

がある）が規定されている。しかし、この要

件を満たす具体的な場所はどこか、というの

は必ずしも形式知化しているとは言えない。

これについては、「洗面所、玄関、廊下」とい

う具体的な設置場所の候補を例示している。 
またロードマップ的知識については、今後

の技術の進展についての具体的な記述がみられた。例

えば、インバータについては今後商品性の向上が期待

されることが記載されていた。またシステム性能に対

するロードマップ的知識については、当該解説書の対

象領域が「今後進展が予想される領域」のものであることが明示されていた。 
 
考察 

新しいシステム製品実用化の初期段階に、標準をはじめとする形式知化された知識、形式知化されて

いない知識への媒介、ロードマップ的な知識がセットになった「お手本標準」が存在していることが明

らかにされ、本仮説の有効性が示された。 

 以下に、新しいシステム製品実用化の初期段階における「お手本標準」について、いくつかの指摘を

行いたい。 

 

国家の役割の重要性 

 本稿において事例としてとりあげた「太陽光発電を我が家に」(1993)のベースとなった技術的知識は、

主にサンシャイン計画といわれる通産省の国家プロジェクトの研究成果がもとになっている。また、こ

の翌年制度化された普及促進政策は、助成対象の要件を定義するにあたって「太陽光発電を我が家に」

を全面的に参照する内容となっている。 

このことから、以下のことが指摘される 

・「お手本標準」は、技術的、R&D段階における実証研究とその成果に基づいて作成することが出来る 

 ・このように作成された「お手本標準」は、ルールの整備・データや結果の保証・結果に対する説明

形式知（標準）化され
た知識の取り扱い

形式知化されていない
知識の取り扱い

ロードマップ的知識の
取り扱い

システム 屋根置き型住宅用太陽
光発電システムを3要件
で定義

相談が必要な相手先の
明示

システム構成に対して、
すでに実績があるか、
今後進展が予想される
かの区分

コンポーネント 実証に基づき必要な構
成機器や設置要件を明
示

機器の設置場所を例示
（インバータ）

近い将来、小型化・一
体化・高効率化といっ
た技術革新が予想され
るコンポーネントの明
示

アーキテクチャ 実証に基づく構成概念
図の明示

住宅の形態に依存する
要素の例示（屋根材と
支持金具）

屋根材代わりとする
「屋根一体型」という
工法の存在

実装（工程） 計画から運転までの手
順・法規制（参照すべ
き条文）の明示

よりどころとなる参照
規格・評価項目の明示
（荷重の設計）

今後制度変更が予想さ
れる法令の明示

図 3 「お手本標準」が想定する知識の範囲と
「太陽光発電を我が家に」の記載内容との対応 
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という課題への回答となっている 

社会的課題の解決に必要とされる技術の実用化においては R&D段階から社会実装に至るまで国家の関

与が重要である。その場合、研究開発段階から「お手本標準」を念頭に置いた戦略立案は検討の価値が

あるといえる。 

 
お手本標準の必要性・市場環境との関係 
 「お手本標準」の有効性が明らかにされたとはいえ、お手本標準の存在が必要条件なのか十分条件な

のかについては、明らかにされていない。 
また、太陽光発電システムの普及という事例一つをとっても米国と日本とでどのような違いがあった

のか明らかにされていない。Ho and O’Sullivan (2018)を見る限り、米国では要素技術に関する標準制定
だけで太陽光発電システムの社会実装が推進できたように読み取れる。しかし日本では島本(2014) に
詳細な記述がある通り、当時存在していた各種規制により分散型発電システムの導入は自由市場とは程

遠い状態にあった。このような市場環境の違いがお手本標準の必要性に大きく影響していた可能性が指

摘される。 
 
まとめ 

 
新しいシステム製品実用化の初期段階に、標準をはじめとする形式知化された知識、形式知化されて

いない知識への媒介、ロードマップ的な知識がセットになった「お手本標準」が存在していることが明

らかにされ、本仮説の有効性が示された。 

また、再生可能エネルギーシステムのように市場性が不透明な技術については、Ｒ＆Ｄ段階から社会

実装に至るまで国家の主体的関与が重要といえる。Ｒ＆Ｄ段階の初期から「お手本標準」を念頭に置い

た技術開発戦略を展開することは、エマージング・テクノロジーの社会実装向けた政策戦略の一つとし

て検討に値する。 
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